
 
 

 

Ⅰ．令和 4 年度 

歯 科 保 健 関 係 資 料 

 





１.長崎県歯科保健対策一覧 
令和３年度 令和４年度 

 事業内容（実績） 
予算額 

（千円） 
事業内容（計画） 

予算額 

（千円） 

医
療
政
策
課 

 

地域医療介護総合確保基金事業 

「歯科衛生の確保対策の推進事業」 

（県歯科医師会補助：1,287 千円） 

（R2～4 までの 3 か年事業） 

1,287

[1,287] 

 

地域医療介護総合確保基金事業 

「歯科衛生の確保対策の推進事業」 

（県歯科医師会補助：1,618 千円） 

（R2～4 までの 3 か年事業） 

1,618

[1,618]

国
保
・
健
康
増
進
課 

１．第 2 次長崎県歯・口腔の健康づくり推進事業

（１）協議会 

・歯科保健医療部会・専門委員会（県） 

・地域歯科保健推進協議会（保健所） 

 

（２）歯科保健情報収集事業 

①長崎県歯科保健データ収集・分析事業 

       （県歯科医師会委託：408 千円） 

②歯科保健情報収集活動費 

・九州・各県政令市歯科保健主管課長会議等事務費 

 

２．長崎県口腔保健推進事業 

・センター経費（非常勤職員雇用等） 

・発達期における摂食嚥下障害サポート指導

者育成事業【新規】 

（県歯科医師会委託：420 千円） 

・県立学校フッ化物洗口再配当費用分 

（944 千円） 

 

３．障害者歯科診療及び休日歯科診療事業 

 ・運営費委託（県歯科医師会委託：20,000 千円） 

 ・歯科診療車の車検・3 ヶ月法定点検費用 

（493 千円） 

 ・歯科診療車購入（76,724 千円） 

 

113,008 

［1,752］ 

(1,249) 

 

 

(503) 

 

 

 

 

 

 

［4,335］ 

 

 

 

 

 

 

［97,217］ 

 

 

 

１．第 2 次長崎県歯・口腔の健康づくり推進事業

（１）協議会 

・歯科保健医療部会・専門委員会（県） 

・地域歯科保健推進協議会（保健所） 

 

（２）歯科保健情報収集事業 

①長崎県歯科保健データ収集・分析事業 

       （県歯科医師会委託：408 千円） 

②歯科保健情報収集活動費 

・九州・各県政令市歯科保健主管課長会議等事務費 

  

２．長崎県口腔保健推進事業 

・センター経費（非常勤職員雇用等） 

・発達期における摂食嚥下障害サポート指導者

育成事業（県歯科医師会委託：420 千円） 

・県立学校フッ化物洗口再配当費用分 

（807 千円） 

 

 

３．障害者歯科診療及び休日歯科診療事業 

 ・運営費委託（県歯科医師会委託：20,000 千円） 

 ・3 ヶ月法定点検費用（149 千円） 

 

34,621 

［1,752］ 

(1,249) 

 

 

 

(503) 

 

 

 

 

 

 

［4,170］ 

 

 

 

 

 

［20,149］ 

 

 

 

 

 

)
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国
保
・
健
康
増
進
課 

４．健康長寿のための口腔機能維持増進事業 

【新規】 

（１）生涯にわたる口腔機能維持増進研修事業 

（1,818 千円 国庫 10/10）【新規】 

①成人歯科保健対策支援研修事業 

（県歯会委託：518 千円） 

②骨折対策協力歯科医師確保事業 

（県歯会委託：1,000 千円） 

③歯科衛生士専門研修（県歯衛会委託：300 千円）

 

（２）健康長寿のための口腔機能維持増進普及

啓発事業 

①歯と口の健康週間 PR 事業 

（県歯会委託：500 千円 国庫 1/2） 

②若い世代からはじめるオーラルフレイル対

策普及啓発事業 

（2,629 千円[内請負委託費：2,342 千円]） 

 

（３）健康長寿支援口腔機能維持増進事業 

①口腔のジェネレーションターゲットポイン

ト事業（503 千円 国庫 1/2）【継続】 

②生涯を通じた口腔機能に関する多職種連携

調査研究事業 

（県歯科医師会委託：1,000 千円 国庫 1/2） 

③口腔機能発育支援事業 

（県歯科医師会委託：662 千円 国庫 1/2） 

 

その他 

 

５．長崎県歯科疾患実態調査【R3 中止】 

①歯科健診調査員派遣費 

（県歯会委託：940 千円） 

②県歯科疾患実態調査運営業務 1,434 千円 

[7,330] 

 

(1,818) 

 

 

 

 

 

 

 

(3,129) 

 

 

 

 

 

 

 

(2,165) 

 

 

 

 

 

 

 

 

(218) 

 

[2,374] 

(※中止 

0 千円) 

 

４．健康長寿のための口腔機能維持増進事業 

 

（１）生涯にわたる口腔機能維持増進研修事業 

（1,818 千円 国庫 10/10） 

①成人歯科保健対策支援研修事業 

（県歯会委託：518 千円） 

②骨折対策協力歯科医師確保事業 

（県歯会委託：1,000 千円） 

③歯科衛生士専門研修 

（県歯衛会委託：300 千円） 

（２）健康長寿のための口腔機能維持増進普及

啓発事業 

①歯と口の健康週間 PR 事業 

（県歯会委託：500 千円 国庫 1/2） 

②若い世代からはじめるオーラルフレイル対

策普及啓発事業（855 千円） 

 

 

（３）健康長寿支援口腔機能維持増進事業 

①口腔のジェネレーションターゲットポイン

ト事業（503 千円 国庫 1/2）【継続】 

②生涯を通じた口腔機能に関する多職種連携

調査研究事業（県歯科医師会委託：1,000 千

円 国庫 1/2） 

③口腔機能発育支援事業 

（県歯科医師会委託：662 千円 国庫 1/2） 

 

その他 

 

５．長崎県歯科疾患実態調査【新規事業】 

①歯科健診調査員派遣費（県歯会委託：940 千

円）      

②県歯科疾患実態調査運営業務 2,025 千円 

 

[5,585] 

 

(1,818) 

 

 

 

 

 

 

 

(1,355) 

 

 

 

 

 

 

 

(2,165) 

 

 

 

 

 

 

 

 

(247) 

 

［2,965］ 
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長
寿
・
社
会
課 

 

１．在宅歯科医療推進事業【新規】（県歯科医師

会へ補助） 

２．在宅歯科医療に関わる歯科医療従事者人材

育成支援研修事業（県歯科医師会へ補助） 

３．地域リハ活動支援体制整備総合事業 

・口腔機能向上を含む介護予防研修会の開催  

 

2,789 

〔1,633〕 

 

〔1,156〕 

 

－ 

 

１．在宅歯科医療推進事業【新規】（県歯科医師

会へ補助） 

２．在宅歯科医療に関わる歯科医療従事者人材

育成支援研修事業（県歯科医師会へ補助） 

３．地域リハ活動支援体制整備総合事業 

・口腔機能向上を含む介護予防研修会の開催  

2,773 

〔1,617〕 

 

〔1,156〕 

 

－ 

障
害
福
祉
課 

※既定予算で実施 
 

１．情報提供等 
○障害者巡回歯科診療事業の周知 
○障害者口腔ケアの留意点を課 HP に掲示 
 
２．職員研修 

○障害者口腔ケア研修会（障害福祉サービス事

業所職員を対象）実施 

 

－ ※既定予算で実施 
 

１．情報提供等 
○障害者巡回歯科診療事業の周知 
○障害者口腔ケアの留意点を課 HP に掲示 
 
２．職員研修 

○障害者口腔ケア研修会（障害福祉サービス事

業所職員を対象）実施 

 

－ 

体
育
保
健
課 

 

○歯と口の健康週間啓発ポスター配布 

○学校における「令和３年度歯と口の健康週

間」の実施 

○小・中学校、高等学校、特別支援学校におけ

る歯科健診 

○よい歯の学校表彰（県学校保健会） 

○障害者巡回歯科診療事業の周知 

○各種研修会等における歯・口の健康づくりの啓発 

○フッ化物洗口推進事業【944 千円】※再掲 

 （県立中学校、特別支援学校幼・小・中学部） 

※国保・健康増進課から再配当 

[944] 

※再掲 

 

 

 

 

 

 

 

[944] 

 

○歯と口の健康週間啓発ポスター配布 

○学校における「令和４年度歯と口の健康週

間」の実施 

○小・中学校、高等学校、特別支援学校におけ

る歯科健診 

○よい歯の学校表彰（県学校保健会） 

○障害者巡回歯科診療事業の周知 

○各種研修会等における歯・口の健康づくりの啓発 

○フッ化物洗口推進事業【807 千円】※再掲 

 （県立中学校、特別支援学校幼・小・中学部） 

※国保・健康増進課から再配当 

[807] 

※再掲 

 

 

 

 

 

 

 

[807] 

こ
ど
も
未
来
課 

○フッ化物を中心としたう蝕予防対策の促進

のための普及啓発 

○幼稚園、保育所、認定こども園の食事の提供

を通したう蝕予防と噛む力を育てるための

食育推進、啓発 

○フッ化物洗口未実施施設に関する調査を基

にした事業推進 

－ ○フッ化物を中心としたう蝕予防対策の促進

のための普及啓発 

○幼稚園、保育所、認定こども園の食事の提供

を通したう蝕予防と噛む力を育てるための

食育推進、啓発 

○フッ化物洗口未実施施設に関する調査を基

にした事業推進 

— 
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こ
ど
も
家
庭
課 

○1.6 歳児及び 3 歳児歯科健診結果の集計、

情報提供 

○幼児用（1.6 歳児または 3 歳児）歯ブラシ

セットの配布 

○研修会の開催やパンフレット等配布によ

る歯科保健について普及啓発 

・妊娠中における歯周病予防のための啓発 

・健やかな妊娠啓発ブックの配布（思春期向

け）など 

— ○1.6 歳児及び 3 歳児歯科健診結果の集計、

情報提供 

○研修会の開催やパンフレット等配布によ

る歯科保健について普及啓発 

・妊娠中における歯周病予防のための啓発 

・健やかな妊娠啓発ブックの配布（思春期向

け）など 

— 

令和３年度県全体予算額 117,084 令和４年度県全体予算額 39,012 
 

- 4 -



 

令和４年度 県歯科保健医療対策の計画 

【福祉保健部】 

○医療政策課 

「歯科衛生の確保対策の推進事業」－ 地域医療介護総合確保基金事業（R2～R4 までの 3 か年事業） 

 

○国保・健康増進課 

１．第 2 次長崎県歯・口腔の健康づくり推進事業 

（１）協議会 

  ①県協議（歯科保健医療部会・歯科保健専門委員会） 

②地域協議（地域歯科保健推進協議会） 

 

（２）歯科データ収集・評価事業 

  ①長崎県歯科保健データ収集・分析事業（長崎県歯科医師会委託） 

   長崎県内の歯科疾患の統計情報を収集・分析、及び県全体の歯科保健対策等の情報とあわせ

た資料データ集「８０２０への道」（電子媒体）をとりまとめるため、下記の業務を委託す

る。 

・保育所・幼稚園の園児の歯科健診データを収集・分析 

・その他郡市歯科医師会を通じた歯科医療保健にかかるデータを収集 

  ②情報収集等事務費 

   ・九州各県・政令市歯科保健主管課長会議旅費、事務費 

 令和４年度は宮崎県が開催県（10 月中旬頃開催予定） 

 

２．障害者歯科診療及び休日歯科診療事業（長崎県歯科医師会へ委託） 

一般歯科医療施設での治療が困難な障害児（者）の歯科医療及び休日における救急歯科医療 

（１）令和４年度巡回歯科診療拠点 

①巡回歯科診療日程：診療日数 50 日 

実施月 実施地区 診療拠点 診療予定日 診療開始時間 

4 月 県南 あけぼの学園 1、8、15、22 金：11：00 

5～6 月 五島 ふじ学園 
5 月：12.・13、26.・27 

6 月：9・10、23・24 

木：14：00 

金：9：30 

7 月 長崎 平山友愛園 1、8、15、22、29 金 10：00 

8 月 県央 きぼうの里 5、12、19、26 金：10：30 

9 月 県南 県南保健所 2、9、16、30 金 11：00 

10 月 県北 草笛が丘 13・14、27・28 
木：13：00 

金：9：30 

11 月 県北 県北保健所 10・11、24・25 
木：13：00 

金：9：30 

12 月 佐世保 佐世保祐生園 2、9、16、23 金：11：00 

1 月 西彼 こざくら学園 6、13、20、27 金：11：00 

2 月～3 月 県央 長崎慈光園 
2 月：3、10、17、24 

3 月：3、10、17、24、31 
金：11：00 
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②佐世保診療拠点の診療について 

 令和 3 年度まで毎週水曜日（離島・県北地区巡回期間を除く。）に実施してきた佐世保診療

拠点について、大学からの専門歯科医師の確保ができないため、令和 4 年度は実施しない。佐

世保診療拠点については、①の 12 月に実施する巡回歯科診療による医療体制で補完 

 

３．長崎県口腔保健推進事業 

（１）口腔保健支援センター設置事業 

①設置場所：福祉保健部 国保・健康増進課内に行政機能として H26.8.1 設置 

      名称『長崎県口腔保健支援センター』 

②歯科専門職配置：国保･健康増進課健康づくり班に配置 

         同課 健康づくり班 課長補佐（歯科医師） 

      [専]     同     非常勤嘱託職員（歯科衛生士）※専任 

③業務内容：ア．歯・口腔保健に関する総合窓口 

イ．市町、庁内関係各課・保健所に対する専門的支援 

ウ．長崎県歯・口腔の健康づくり推進条例の普及啓発 

エ．歯・口腔疾患予防の推進 

オ．障害者歯科医療の提供 

カ．調査・研究の推進 

 

（２）発達期における摂食嚥下障害サポート指導者育成事業（県歯科医師会委託） 

児童発達障害児センター及び障害児通所支援事業所と連携を図り、発達障害児側のニーズや

置かれている現状を把握する調査を行うとともに、特別支援学校での摂食嚥下と食事形態の調

査も行い、発達障害児への対応ができる歯科専門家の育成を行う。 

 

４．健康長寿のための口腔機能維持増進事業 

（１）生涯にわたる口腔機能維持増進研修事業 

①歯科保健対策支援研修事業（県歯科医師会委託） 

対象は、行政職（県、市、町、保健所）、各保険者及び後期高齢者医療広域連合（保健事業

担当者）、企業歯科保健担当者、医療職、介護職などを対象とした、オーラルフレイルの理解

醸成を図るＷＥＢ形式の研修の実施 

 

②骨折対策協力歯科医師確保事業 

骨折の原因として骨粗鬆症や転倒が挙げられており、前者には歯周疾患、後者には咬合不全

によるバランス機能の低下が関与していることが知られている。 

これらのことから、口腔機能管理、口腔衛生管理が骨折の予防対策として、骨粗鬆症や転倒

について歯科医師の理解を深め、「骨折対策協力歯科医」として関わることのできる歯科医師

を確保し、市町で実施している「骨粗鬆症検診」受診者に対する、歯科受診の必要性について

の普及啓発を図る。 
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③歯科衛生士専門研修（県歯科衛生士会委託） 

オーラフレイルについての知識や指導方法について、習得するカリキュラムを作成し、市町

の地域包括ケアについて認識を高めるためのＷＥＢ方式の研修の実施 

 

（２）健康長寿のための口腔機能維持増進普及啓発事業 

①歯と口の健康週間 PR 事業（県歯科医師会委託） 

生涯にわたる口腔機能の維持増進について県民の意識向上を図るため、社会情勢に応じ、テ

ーマを決め、そのテーマに沿った普及啓発媒体を作成し、「歯と口の健康週間」を中心に、

11 月 8 日の「いい歯の日」やその他の地域の歯と口の健康づくりのイベント実施時、あるい

は、新型コロナウイルス感染症の拡大によりイベント実施が困難な際は、市町の行政窓口、会

員歯科診療所、ホームページなど県歯科医師会（郡市歯科医師会含む。）の情報発信力を活用

し、創意工夫した普及啓発活動を行う。 

・WEB等情報インフラを利用した口腔機能の維持増進に関する普及啓発 

・その他新しい生活様式を踏まえて行う歯と口の健康に関する普及啓発 

※令和4年度は、イベントの実施または歯科医師会提案のテーマでの啓発 

 

②若い世代からはじめるオーラルフレイル対策普及啓発事業 

・令和 3 年度制作の動画の活用。大学を通じて学生への啓発活動 

 

（３）健康長寿支援口腔機能維持増進事業 

①口腔のジェネレーションターゲットポイント事業 

・市町へ実施を促す新たな歯科保健指導のモデル事業として実施（令和４年度は、島原市、対馬

市、壱岐市、五島市で実施予定） 

・地域包括ケアで行う集いの場において咀嚼機能検査機器を用いて現在の口腔機能状態を受診者

に認識してもらい、自身で行うオーラルフレイル予防対策について歯科専門家からの助言、指

導を行う。 

※検査器具としては、咀嚼機能検査(グルコセンサーGS-Ⅱ)を使用する。 

②生涯を通じた口腔機能に関する多職種連携調査研究事業（県歯科医師会委託事業） 

・連携に必要な対策案をもとに、多職種から歯科医療機関等へつなぐためのツール（実施方法）

を検討するために必要な関係団体との協議する場を設置し、連携方法について、共通認識を図

り、3 年目に具体的な連携モデル事業の調整を行い、今後県内全体で対応していく場合、ＩＣ

Ｔの活用で必要な機器などの検討もあわせて行う。 

・令和 3 年度に検討した連携に必要な対策案をもとに、多職種から歯科医療機関等へつなぐため

のツール（実施方法）を検討するために必要な関係団体と検討する場を設置し、連携体制を協

議する。 

③口腔機能発育支援事業（県歯科医師会委託事業） 

 令和４年度は、令和 3 年度作成した乳幼児期からの口腔機能の発育過程を周知するためのパ

ンフレットを増刷し、母子手帳配布時 1.6 歳・3 歳歯科健診時、配布に活用し、各指導の際の

情報提供を行うとともに歯科医師の指導動画による啓発を行う。 
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５．長崎県歯科疾患実態調査（令和 3 年度から令和 4 年度へ延期） 

国の歯科疾患実態調査にあわせ県民の歯・口腔の状態を把握し、県の歯科保健計画「歯なまる

スマイルプラン」の評価を行うため、長崎県歯・口腔の健康づくり推進条例第１３条第１項に基

づき、令和４年度に調査を行う。 

・調査地区の指定は、国の指定にあわせ国民健康栄養調査と同じ地区を指定。県分も国の指定に

準じ県民健康栄養調査と同じ地区（1 保健所圏域あたり１～２箇所、Ｈ２８ベースで 13 箇所）

を指定。 

・令和４年度の調査は、国の口腔診査の基準にあわせた問診や診査票に沿うこととし、対象地区

の調査は、長崎県歯科医師会から調査員（歯科医師）を確保派遣してもらい実施する。 

・調査結果は、県で入力及び集計を行い、歯なまるスマイルプランの評価資料とする。 

 

 

○長寿社会課 

１．在宅歯科医療推進事業 

  在宅医療に関わる医療・介護の関係者及び県民に対し、口腔管理の重要性等の啓発を行い、口腔

への関心を高め、各地域において多職種連携による口腔管理を推進し、地域における歯科医療・

介護の体制づくりを目指す。 

 

２．在宅歯科医療に関わる歯科医療従事者人材育成支援研修事業 

  地域包括ケアシステムの推進に向けて、地域の歯科医師が口腔ケアを含めた口腔リハビリテーシ

ョンに対応できる人材を育成するためのカリキュラムに沿って、地域の医療・介護・福祉関係者

と積極的に関わることの出来る体制を推進するための研修会等を実施。 

 

３．地域リハ活動支援体制整備総合事業 

地域リハビリテーション広域支援センターにおいて、地域リハビリテーション従事者等に対して、

口腔ケアをはじめとするリハビリテーション研修会を実施。 

 

 

○障害福祉課 

１．施設・事業所の職員に対する障害者の口腔ケアに関する研修会を実施する。なお、研修は既存の

研修を活用して実施する。 

 

２．課のホームページにおいて、障害者の口腔ケアに関する情報を提供する。 
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【こども政策局】 

○こども未来課 

１．フッ化物を中心としたう蝕予防対策の促進のための普及啓発 

幼稚園、保育所等へリーフレット等の送付を通じて、フッ化物洗口をはじめとした予防対策に

ついて普及啓発を図る。 

 

２．幼稚園、保育所、認定こども園の食事の提供を通したう蝕予防と噛む力を育てるための食育推

進、啓発 

  幼稚園、保育所、認定こども園を対象とした各種研修会やその他の機会を通じ、食事の提供を

通したう蝕予防や噛む力を育てるための食品の利用等について普及啓発を図る。 

 

３．フッ化物洗口未実施施設に関する調査を基にした事業推進 

  フッ化物洗口にまだ取り組んでいない園に対し、効果的な方法でアプローチし、事業の推進を

図る。 

 

 

○こども家庭課 

１．1.6 歳児及び３歳児歯科健診結果の集計、情報提供 

各市町の 1.6 歳児及び３歳児歯科健診結果を集計し、県下の状況を把握し、経年的な評価を行

う。また、その結果を市町等へ情報提供することで、歯科保健事業に関する意識を高める。 

  さらに、前年度実績から「3 歳までにフッ化物歯面塗布を受けたことがある者の割合」につい

てデータ収集し、地域の歯科予防実態を把握する。 

 

２．研修会の開催やパンフレット等の配布による歯科保健の普及啓発 

・歯科保健に関する普及啓発を目的に、研修会に歯科保健関係の講演等を組み入れる。 

   ・妊娠届出時等に配布する妊産婦用のパンフレット等を各市町へ配布する。（公益財団法人母

子衛生研究会からの無償配布） 

・リーフレット「すてきなあなたへ～自分らしく輝く人生をチョイスするために～」を、県内

高校生に配布する。 

 

 

【教育庁】 

 ○体育保健課 

１．歯と口の健康週間ポスター配布 

    日本歯科医師会・長崎県歯科医師会からの送付を受け、本週間の趣旨の周知徹底を図るため、各

市町教育委員会と県立学校に対し、ポスターを配布する。 

 

２．学校における「令和４年度歯と口の健康週間」の実施 

    歯と口の健康週間（６／４～６／１０ 予定）に向けて、各市町教育委員会と県立学校に対し、

本週間の趣旨を周知徹底するための通知を行う。（文部科学省からの通知文の添付） 
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３．小・中学校、高等学校、特別支援学校における歯科検診 

定期健康診断の一つとして、毎年６月３０日までに歯科検診を実施する。 

学校保健統計調査により、結果の把握を行う。 

 

４．よい歯の学校表彰（県学校保健会） 

  学校・家庭・地域の歯科保健に対する関心を高めることにより、児童生徒の健康増進に寄与する  

ため、学校歯科保健活動に積極的に取り組み、成果をあげている学校を表彰する。 

 

５．フッ化物洗口の推進 

  各市町教育委員会担当者会議や研修会等を通じ、学校におけるフッ化物洗口の必要性や有効性、

安全性などについて理解を深め、取組を推進していく。 
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2．令和４年度 歯科保健医療施策関係予算（案）の概要 
（厚生労働省医政局歯科保健課） 

※（ ）内は前年度予算額 

１．歯科口腔保健・歯科保健医療の充実・強化 1,597百万円（1,156百万円） 
 

≪歯科保健医療体制の推進≫ 

○歯科医療提供体制構築推進事業【拡充】           256,732千円（15,073千円） 

    新型コロナウイルス感染症への対応等も含め、各地域の状況に応じた歯科医療施策が実効的に進めら

れるよう、歯科医療提供体制の構築に向けて協議・検討を行う検討委員会の設置等、地域の実情を踏ま

えた都道府県の取組の実施に必要な財政支援を新規に行う。 

 

≪健康寿命の延伸に向けた歯科口腔保健の推進≫ 

○8020運動・口腔保健推進事業【一部拡充】           810,588千円（730,981千円） 

 ・都道府県等口腔保健推進事業                 706,553千円（629,497千円） 

 地域の実情に応じた総合的な歯科保健医療施策を進めるための体制確保、歯科疾患予防、歯科保健医

療サービスの提供が困難な障害者・高齢者等への対応やそれを担う人材の育成、食育等の推進に対する

支援を行う。また、地域館の格差解消等の観点から、市町村に対しても歯科疾患の予防対策の取組に必

要な財政支援を拡充する。 

○歯科健康診査推進事業【拡充】                 252,107千円（125,499千円） 

 全国的に効果的かつ効率的な歯科健診の実施等を検討していくため、歯科健診、歯科保健指導について

の調査・検証等を行う。 

○歯科疾患実態調査                        44,772千円（      ） 

  我が国の歯科保健状況を把握し、「歯科口腔保健の推進に関する基本的事項」や「健康日本21（第二次）」

等の基本計画の評価等、今後の歯科保健医療対策の推進に必要な基礎資料を得ることを目的に、5年周期

で実施する調査である。規模を拡大して実施予定であった令和3年度調査は新型コロナウイルス感染症の

拡大予防の観点から中止し、令和4年度において消耗品の充実、人員の増加等の感染予防対策のもと実施

する。 

 

（ １ ） 8020運 動 ・ 口 腔 保 健 推 進 事 業  810,588千 円 （ 730,981千 円 ）  

① 8020運 動 推 進 特 別 事 業  100,463千 円 （ 100,463千 円 ）  

 8020運 動 の 推 進 の た め 、 歯 の 健 康 の 保 持 等 を 目 的 と し て 実 施 さ れ る 歯 科 保 健 医 療

事 業 （ 都 道 府 県 等 口 腔 保 健 推 進 事 業 に 掲 げ る 事 業 を 除 く ） に 必 要 な 財 政 支 援 を 行 う 。  

② 都 道 府 県 等 口 腔 保 健 推 進 事 業 【 拡 充 】《 再 掲 》  706,553千 円 （ 629,497千 円 ）  

 地 域 の 実 情 に 応 じ た 総 合 的 な 歯 科 保 健 医 療 施 策 を 進 め る た め の 体 制 確 保 、 歯 科 疾 患

予 防 、 歯 科 保 健 医 療 サ ー ビ ス の 提 供 が 困 難 な 障 害 者 ・ 高 齢 者 等 へ の 対 応 や そ れ を 担 う

人 材 の 育 成 、 食 育 等 の 推 進 に 対 す る 支 援 を 行 う 。 ま た 、 地 域 間 の 格 差 解 消 等 の 観 点 か

ら 、 市 町 村 に 対 し て も 歯 科 疾 患 の 予 防 対 策 の 取 組 に 必 要 な 財 政 支 援 を 拡 充 す る 。  

③ 歯 科 口 腔 保 健 支 援 事 業 【 拡 充 】  3,572千 円 （ 1,021千 円 ）  

 歯 科 口 腔 保 健 の 更 な る 推 進 に 向 け て 時 期「 歯 科 口 腔 保 健 の 推 進 に 関 す る 基 本 的 事 項 」

の 策 定 に 向 け た 検 討 等 を 行 う と と も に 、 国 民 に 対 す る 歯 科 口 腔 保 健 の 普 及 啓 発 等 を 行

う 。  

 

（ ２ ） 歯 周 病 予 防 に 関 す る 実 証 事 業  96,249千 円 （ 96,249千 円 ）  

 歯 周 病 予 防 対 策 を 強 化 す る 観 点 か ら 、令 和 3年 度 の 成 果 等 も 踏 ま え つ つ 、受 診 率 の 向

上 等 に 効 果 的 な 方 法 に 関 す る 検 証 ・ 分 析 等 を 行 う 。  
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（ ３ ） 歯 科 健 康 診 査 推 進 等 事 業 【 拡 充 】《 再 掲 》  252,107千 円 （ 125,499千 円 ）  

全 国 的 に 効 果 的 か つ 効 率 的 な 歯 科 健 診 の 実 施 等 を 検 討 し て い く た め 、 歯 科 健 診 、 歯

科 保 健 指 導 に つ い て の 調 査 ・ 検 証 等 を 行 う 。  

 

（ ４ ） 歯 科 医 療 機 関 に よ る 歯 科 口 腔 機 能 管 理 等 研 修 事 業  4,198千 円 （ 4,198千 円 ）  

入 院 患 者 等 に 対 す る 口 腔 機 能 管 理 等 の 取 組 を 推 進 す る た め 、 医 科 病 院 や 介 護 保 険 施

設 等 の 従 事 者 を 対 象 に 歯 科 医 療 機 関 に よ る 口 腔 機 能 管 理 等 に 関 す る 研 修 の 実 施 に 必 要

な 財 政 支 援 を 行 う 。  

 

（ ５ ） 歯 科 技 工 所 業 務 形 態 改 善 等 調 査 検 証 事 業  15,157千 円 （ 15,157千 円 ）  

歯 科 技 工 所 の 生 産 性 を 向 上 さ せ る 等 の 様 々 な 角 度 か ら 歯 科 技 工 士 の 労 働 環 境 等 の 改

善 に 資 す る 取 組 が 必 要 な こ と か ら 、業 務 形 態（ 労 働 環 境 や 収 益 等 ）の 改 善 計 画 を 実 施 す

る 歯 科 技 工 所 を 公 募 ・ 選 定 し 、 そ の 結 果 を 検 証 す る 。  

 

（ ６ ） 歯 科 口 腔 保 健 医 療 情 報 収 集 ・ 分 析 等 推 進 事 業  65,968千 円 （ 72,392千 円 ）  

歯 科 保 健 医 療 に 関 す る 各 種 デ ー タ の 情 報 収 集 を 行 い 、そ れ ら の 精 査 ・ 分 析 等 を 行 っ

た 上 で 、見 え る 化 を 行 う こ と に よ り 、都 道 府 県 等 に お け る 効 果 的・効 率 的 な 歯 科 保 健

医 療 施 策 の 企 画 ・ 立 案 を 推 進 す る 。  

 

（ ７ ） ICTを 活 用 し た 医 科 歯 科 連 携 の 検 証 事 業  31,057千 円 （ 31,057千 円 ）  

歯 科 標 榜 の な い 病 院 や 介 護 施 設 に お い て 、 ICTを 活 用 し た 口 腔 機 能 管 理 等 に 関 す る

モ デ ル 事 業 を 実 施 し 、効 果 的・効 率 的 な 歯 科 専 門 職 の 介 入 方 法 に つ い て 検 証 す る 。ま

た 、地 域 の 状 況 等 に 応 じ て 、ICTを 活 用 し た 診 療 を 実 施 し 、適 切 な 運 用・活 用 方 法 等

を 検 証 す る 。  

 

２．歯科医師臨床研修等関係費        1,491百万円（1,483百万円） 

 

≪シームレスな歯科医師の養成≫ 

○OSCEの在り方・評価者養成に係る調査・実証事業         67,526千円（67,526千円） 

   卒前・卒後のシームレスな歯科医師養成を推進する観点から、臨床実習が一定の水準となるよう、臨

床実習を開始する前の歯学生の態度・技能を客観的評価するＯＳＣＥ(客観的臨床能力試験)の評価者を養

成等に係る経費を支援することにより、ＯＳＣＥの精緻化、均てん化を図る。 

 

（ １ ） 歯 科 医 師 臨 床 研 修 関 係 費  1,421,579千 円 （ 1,412,945千 円 ）  

① 歯 科 医 師 臨 床 研 修 費  1,369,207千 円 （ 1,357,886千 円 ）  

② 歯 科 医 師 臨 床 研 修 指 導 医 講 習 会 （ プ ロ グ ラ ム 責 任 者 講 習 会 ）  

 6,447千 円 （ 6,447千 円 ）  

③ 臨 床 研 修 活 性 化 推 進 特 別 事 業  19,634千 円 （ 19,863千 円 ）  

④ 歯 科 医 師 臨 床 研 修 プ ロ グ ラ ム 検 索 サ イ ト （ D-REIS）  

 [※ ]26,291千 円 （ 28,749千 円 ）  

 ※ 令 和 4年 度 予 算 は デ ジ タ ル 庁 一 括 計 上  

 

（ ２ ） 歯 科 医 療 の 専 門 性 の 在 り 方 に 関 す る 検 証 事 業  2,343千 円 （ 2,343千 円 ）  

歯 科 医 療 の 専 門 性 や 専 門 医 制 度 に つ い て 、 今 後 変 化 す る 歯 科 提 供 体 制 に 合 わ せ た 具

体 的 な 歯 科 医 療 の 展 開 方 策 を 検 討 す る た め に 、 関 係 者 主 体 で 協 議 ・ 検 証 を 行 う 。  
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３．歯科医療従事者等の資質向上         197百万円（188百万円） 

 

≪歯科医療従事者の確保及び資質向上の推進≫ 

○歯科衛生士の人材確保推進事業                 140,337千円（140,337千円） 

   歯科衛生士の離職防止や復職支援を推進するため、復職支援等の研修を担当する指導者に対する研修 

や技術修練部門の整備・運営等、歯科衛生士に対する復職支援対策等を実施する。 

○歯科技工士の人材確保対策事業【拡充】              34,895千円（26,242千円） 

歯科技工士の離職防止及び資質向上を目的として、卒後早期の歯科技工士等に対して歯科医療機関等

における臨床に即した研修を実施する。 

 

（ １ ） 歯 科 医 療 関 係 者 感 染 症 予 防 講 習 会  7,853千 円 （ 8,173千 円 ）  

歯 科 医 療 関 係 者 に 対 し て 、 従 来 行 っ て き た HIV、 肝 炎 等 の 感 染 予 防 に 関 す る 講 習 内

容 に 、今 般 の 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 を 踏 ま え た 感 染 予 防 に 関 す る 内 容 を 追 加 し た

講 習 会 を 開 催 す る 。  

ま た 、新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 に 関 す る 基 礎 知 識 及 び 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症

の 特 性 を 踏 ま え た 感 染 予 防 に つ い て 、 e-ラ ー ニ ン グ を 実 施 す る 。  

（ ２ ） 災 害 派 遣 医 療 チ ー ム 養 成 支 援 事 業 （ 歯 科 ）  5,433千 円 （ 5,433千 円 ）  

被 災 地 の 医 療 機 能 が 回 復 す る ま で の 間 、避 難 所 等 に お い て 歯 科 保 健 医 療 支 援 等 を 担

う チ ー ム に 所 属 す る 歯 科 医 療 関 係 者（ 歯 科 医 師 、歯 科 衛 生 士 等 ）の 養 成（ 研 修 ）に 必

要 な 経 費 を 支 援 す る 。  

（ ３ ） 予 防 ・ 在 宅 歯 科 医 療 等 対 応 教 員 養 成 講 習 会  2,928千 円 （ 2,928千 円 ）  

（ ４ ） 歯 科 補 て つ 物 製 作 過 程 等 の 情 報 提 供 推 進 事 業  5,381千 円 （ 5,381千 円 ）  

 

４．歯科医療安全の確保・向上           98百万円（8百万円） 

 

○歯科ヒヤリ・ハット事例収集等事業【拡充】 97,841千円（7,696千円） 

   歯科医療の安全性に資することを目的とし、歯科医療事故の発生予防・再発防止のため、情報収集

や分析を行うため、歯科医療機関からヒヤリ・ハット事例等を報告するシステムを令和4年度に構築

する。 
 

５．歯科医療分野における情報化の推進       15百万円（15百万円） 

 

○歯科情報のデータベース構築に係る検証事業 15,339千円（15,339千円） 

  歯科情報の標準化に資する実証事業の成果として策定された「口腔診査情報標準コード仕様」を活用

し、大規模災害時の身元確認に歯科情報を活用するためのデータベース構築に向けた具体的な方法等、歯

科情報の利活用を検討する。 

 

６．へき地等における歯科医療の確保 
 

【 医 政 局 所 管 補 助 対 象 事 業 】  

（ １ ） へ き 地 歯 科 巡 回 診 療 車 運 営 費   

・無歯科医地区及び無歯科医地区に準ずる地区に対し、歯科巡回診療を行う。 

（ ２ ） 離 島 歯 科 診 療 班 派 遣 運 営 費   

・離島に歯科診療班を派遣し、地域住民の歯科医療を確保する。 

（ ３ ） 医 療 提 供 体 制 推 進 事 業 費 補 助 金  23,986百 万 円 の 内 数 （ 23,949百 万 円 の 内 数 ）  

・歯科医療安全管理体制推進特別事業 

（ ４ ） 医 療 施 設 等 設 備 整 備 費 補 助 金  2,218百 万 円 の 内 数 （ 3,373百 万 円 の 内 数 ）  

・へき地歯科医療関係の設備整備事業 

（ ５ ） 医 療 提 供 体 制 施 設 整 備 費 交 付 金  2,392百 万 円 の 内 数 （ 2,507百 万 円 の 内 数 ）  

・地域拠点歯科診療所施設整備事業 

 

- 13 -



７．その他 
 

【 地 域 医 療 介 護 総 合 確 保 基 金 に よ る 医 療 ・ 介 護 提 供 体 制 改 革 】  

 75,077百 万 円 の 内 数 （ 85,077百 万 円 の 内 数 ）  

 地 域 に お け る 医 療 及 び 介 護 の 総 合 的 な 確 保 の た め の 事 業 を 支 援 す る た め 、 都 道 府 県 に 設

置 さ れ る 医 療 介 護 総 合 確 保 促 進 法 に 基 づ く 基 金 （ 地 域 医 療 介 護 総 合 確 保 基 金 （ 医 療 分 ）） の

財 源 を 確 保 す る 。  

 

＜ 事 業 例 （ 歯 科 関 係 ） ＞  

① 病 床 の 機 能 分 化 ・ 連 携  

・ 地 域 医 療 支 援 病 院 や が ん 診 療 連 携 拠 点 病 院 等 の 患 者 に 対 す る 歯 科 保 健 医 療 の 推 進  

② 在 宅 医 療 （ 歯 科 ・ 薬 局 を 含 む ） の 推 進  

・ 在 宅 歯 科 医 療 の 実 施 に 係 る 拠 点 ・ 支 援 体 制 の 整 備  

・ 在 宅 歯 科 医 療 連 携 室 と 在 宅 医 療 連 携 拠 点 や 地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー 等 と の 連 携 の 推 進  

・ 在 宅 歯 科 医 療 を 実 施 す る た め の 人 材 の 確 保 支 援  等  

③ 医 療 従 事 者 等 の 確 保 ・ 養 成  

・ 医 科 ・ 歯 科 連 携 に 資 す る 人 材 養 成 の た め の 研 修 の 実 施  等  

 

【 保 険 局 所 管 歯 科 保 健 関 連 事 業 】   

・ 健 康 寿 命 の 延 伸 に 向 け た 歯 科 口 腔 保 健 の 推 進  695,047千 円 （ 695,047千 円 ）  

○ 後 期 高 齢 者 医 療 広 域 連 合 が 実 施 す る 高 齢 者 の 特 性 を 踏 ま え た 歯 科 健 診 に つ い て 支 援

を 行 う 。                                      （ 事 業 所 管：高 齢 者 医 療 課 ）  
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